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「微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発／ 

微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは、日本が強みを持つ微生物による有用物質生産における産業の

技術蓄積・インフラストラクチャー・人的資源を基盤に、微生物機能にかかわるバ

イオ技術を利用して、環境調和型製造基盤技術の開発を目指すものであり、日本の

バイオ技術の復権と国際競争力強化を通じて日本の経済力を高める公共性を備える

NEDO の関与すべき事業である。当該分野で実績に優れたプロジェクトリーダーな

らびにサブリーダーの下、産・官・学のトップクラスの研究開発者が大規模に参加

する強力な実施体制が組まれている。染色体縮小化技術、水／有機溶媒二相系反応

場利用技術、共役複合酵素系を用いた生産技術、増殖非依存型バイオプロセスを用

いた生産技術、膜利用発酵リアクターを用いた生産技術において世界最高水準ある

いは世界をリードする成果を上げ、新たな技術領域を形成した。これらの生産技術

は多様な物質生産に有効で汎用性があり、他の競合技術と比較して優位性があると

ともに、新たな汎用技術として更なる展開が期待される。本プロジェクトの成果を

出発点として新たなステージに進むことで大きな成果が期待でき、積極的な成果の

情報開示と利用許諾ならびに後継プロジェクトの設置が強く望まれる。 
しかし、各研究課題で実施された多様なテーマの成果を横断的に検証することで

技術の汎用性と優れた内容をより明確に示せたと思われるが、課題間の連携が不十

分で、実際の連携による相乗効果を十分には出せなかったきらいがある。また、実

用化までの道筋を具体的に示せていないテーマもあったが、汎用性を持つ技術と固

有な技術を整理し、それぞれの実用化に向けた一層の努力をお願いしたい。 
 
２）今後に対する提言 
開発された技術を着実に実用化するだけでなく、国内の企業やアカデミアが広く

利用できるようにして日本の発酵産業全体に成果が波及することを期待する。例え

ば、次なる参入希望者に対して可能性を示せるように、宿主細胞および酵素等のラ

イブラリー整備、必要・不要遺伝子に関する遺伝子データベース、微生物の機能性

向上にかかわる遺伝子欠失データベースの作成が期待される。 
本プロジェクトの強力な展開により、新たなバイオ産業の可能性が拓けてきたと

考えられる。グリーンイノベーション事業の一環として、新たなステージに進むこ

とでさらに大きな成果が期待できるので、本プロジェクトの成果を核にした後継プ
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ロジェクトの設定が強く望まれる。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
環境負荷の少ない製造プロセスの開発は時代の要請に応えるものである。本プロ

ジェクトは、リスクが高く、民間活動のみでは実施困難な課題と考えられ、それぞ

れの得意企業が参画し効率的に研究推進できる NEDO 主導のプロジェクトとして

妥当である。 
また、醸造･醗酵に始まる微生物利用産業は様々な独創的技術開発により国際競争

力を維持してきたが、近年、その差が縮まりつつある。日本のバイオ技術の復権、

国際競争力の観点、さらに省エネ、CO2 削減、バイオマスの利用促進の観点でも、

事業目的は極めて妥当と判断される。 
今後、成果が社会インフラとして定着するよう、開発者のプライオリティを尊重

しつつもオールジャパンで成果を活用できる仕組みづくりが必要である。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発実施の事業体制・計画は、大規模なプロジェクトでありながら、いずれ

も現在の情勢を踏まえた戦略的な目標が設定されている。また、個別研究テーマご

とに示された実施スケジュールは、設定した目標＝指標への合理的な道筋を提示し

ており、妥当である。プロジェクトマネージャーやサブリーダーは的確に業務をこ

なし、本プロジェクトでの研究推進や成果創出に貢献している。さらに、個々の研

究テーマに関連をもつ有力な企業を実施者に加えており、実用化につながる体制を

整え、研究開発委員会において各受託者における実用化の見通しについての議論を

行うなど、実用化に向けて積極的な姿勢が維持された。 
しかし、３つのグループでの研究開発は、それぞれに独立した展開と成果を挙げ

ているが、他グループとの連携や協調性は十分にとられておらず、プロジェクト中

間段階で全体的な構想や研究計画を再確認するなどして、最終的に社会への力強い

アウトプットを示せるような一体化した連携研究として仕上がっていると更に良か

った。 
 
３）研究開発成果について 
成果は、有意義かつ独創性が高いものが多く、当初の目標を達成していると判断

される。高性能宿主細胞創製技術では染色体の縮小化とその効果において、検討し

た大腸菌、枯草菌、分裂酵母のすべてにおいて、世界水準の独自性の高い成果を上

げており、染色体の縮小が実際に大きな効果＝生産性向上をもたらすことを世界で

初めて示した。特に大腸菌においては、世界最高水準の生産性と多様な生産物にお

ける生産性向上が示されており、染色体縮小技術の汎用性が示された。微生物反応

の多様化・高機能化技術の開発では有機溶媒耐性菌を水／有機溶媒二相系反応場で

用いて(R)-マンデル酸と 4-クロロ-3-ヒドロキシアセト酪酸エチルの世界最高レベル
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の生産を達成し、水／有機溶媒二相系反応場の優位性を明確にした。バイオリファ

イナリー技術では、増殖非依存型バイオプロセスと膜利用発酵リアクターを利用し

た乳酸などの生産でそれぞれ世界をリードする成果を達成した。これらの生産技術

は多様な物質生産に有効で汎用性があり、他の競合技術と比較して優位性をもつ新

たな技術領域を形成しており、発酵生産における新たな汎用技術として展開が期待

される。さらに、知的財産権等の取得も実用化計画に沿って適切に行われ、論文発

表や学会等での成果発表も活発に行われた。 
一方、成果の普及をどのように図るかは今後の課題である。大きな波及効果を生

むには日本の国益と開発者のプライオリティを両立させるライセンシング・ポリシ

ーが必要である。日本が強みをもった分野の優位技術であるが故に、海外での知財

戦略と情報発信をしっかり行う必要がある。 
 
４）実用化の見通しについて 
高性能宿主細胞創製技術では各宿主で高い生産性が、微生物反応の多様化・高機

能化技術の開発では水／有機溶媒二相系反応場ならびに水酸化酵素の改良、共役反

応複合酵素系の活用で多様な物質の高い生産性が、バイオリファイナリー技術でも

乳酸などで優れた生産性を示しており、実用化イメージ・出口イメージは具体的か

つ明白になっている。それぞれの生産技術は自社での活用以外に他社へのライセン

スアウトやアカデミアとの共同研究が計画されている。また、開発された技術は汎

用性・基幹性があることから、産業菌への適用や、化学プロセスとの補完的組み合

わせなど、波及性も期待される。 
しかし、プロジェクト終了後の各企業での具体的な取り組みが明確になっていな

いため、成果の社会への還元や実用化の見通しは確実でない。 
今後、成果が実施企業にとどまることなく、ライセンスアウトのための積極的な

情報発信や共同研究の拡大などを通じて、広く社会に還元される努力が必要である。 



 

個別テーマに関する評価 

 研究開発成果について 実用化の見通しについての評価 今後に対する提言 
高性能宿主細胞

創製技術の開発 
大腸菌、枯草菌と分裂酵母を供

試菌としてゲノム縮小化技術の

開発や実際のゲノム縮小化細胞

の作製により、染色体の縮小が実

際に生産性向上をもたらすこと

を世界で初めて示した。本技術は

微生物による有用物質生産の汎

用性のある基盤技術として独創

的で革新的なものであり、海外で

行われている合成ゲノム的アプ

ローチと比較して有用産業株を

出発材料に出来る点において、優

位にある。特に大腸菌では、一方

的な縮小だけでなく、目的に応じ

て遺伝子を戻すチューニングに

より目的産物の生産性を向上さ

せるなど、達成された技術レベル

は世界最高水準であり、新たな技

術領域の開拓が期待される。 
また、今回開発された宿主は国

大腸菌の 2 倍以上の生産性をはじ

め各宿主で高い生産性が示され、そ

れぞれの宿主においては、数種の有

用物質の生産への適用性が検討され

ており、具体的な実用化イメージ・

出口イメージは明白である。 
また、染色体縮小化による微生物

機能の高度化というコンセプトの国

内外に対するインパクトは大きく、

世界をリードする多くの可能性を秘

めた革新的な成果である。今後の取

り組みの中で実施例を増やして、本

技術の有用性を実際に示して行く必

要がある。 
しかし、出口研究への展開には企

業が積極的に本技術を取り込む姿勢

が重要であり、企業サイドから、こ

れら成果をどのように活用・展開す

るのか、明確な計画や考え方が、順

次、示されることが望まれる。 

成果にかかわる基盤情報の

開示により、本技術の有用性

を、実用化をもって世に知ら

せ、コリネ菌・放線菌・糸状菌

などの有用産業菌に、本研究開

発成果が応用展開されて、発酵

工業における強い日本の復活

につながることを期待したい。 
各種バイオ産業における理

想的な宿主細胞の創製を世界

に先駆けて行うことは国策と

しても極めて重要であり、今後

も引き続き研究を深化させ、ゲ

ノム削減を日本バイオものづ

くりに生かすための技術基盤

と知財基盤の構築を進める必

要がある。 
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家的資産とも言えることから、知

的財産権の確保を行いつつも、わ

が国の産業と学問の発展に資す

る努力を継続してほしい。 
 

実施企業のノウハウとして保有す

る部分と、国家的資産として共有す

べき部分を、十分に検討してミニマ

ムゲノム宿主の普及を図って欲し

い。特に産業技術の普及にとって重

要な企業間ライセンスの整備をお願

いしたい。 
微生物反応の多

様化・高機能化技

術の開発 

多くの新たな反応を取り扱い、

whole cell から in vitro 解析、シ

ミュレーション技術も併用して

酵素反応を詳細に解析し、新たな

物質生産を検討して目標を順調

に達成した。特に、複数酵素系に

よる物質変換システムの開発や

複雑な二次代謝産物の微生物に

よる生産は、微生物利用における

新領域を開くものとして高く評

価できる。 
酵素反応における副反応の抑

制はバイオプロセスの実現にか

かせない技術であり、分子シミュ

レーションによる高精度な予測

が可能になれば、研究開発のスピ

マンデル酸の生産技術、水素酸化

細菌を利用した生産技術、水酸化ビ

タミン D 生産技術、キラル化合物生

産技術、非天然型抗生物質生産技術

等は、それぞれの担当企業で個々の

物質生産における実用化が表明され

ており、各技術を活用した新たな物

質生産への展開も考えられているこ

とから、実用化イメージ・出口イメ

ージは明確になっている。 
また、個別のアイテムの生産効率

の向上が目的になっているため当面

の波及効果は小さいが、技術が体系

化され、新しい技術分野へと発展す

ることができれば波及効果も大きく

なると期待される。 

プロジェクトの成果は化学

工業において非常に有用なツ

ールになると考えられるが、応

用範囲の拡大を継続的に検討

することが必要で、プロジェク

トの成果をどのように我が国

の競争力強化につなげて行く

かという視点で積極的に情報

発信を行って欲しい。国益とい

う視点から、特許等のライセン

スに関しても国内企業に対し

てはできるだけ柔軟に考えて、

技術の応用が幅付広く展開で

きるよう心掛けて欲しい。 
一方、本事業を通じて得られ

た成果を統合し、新たな産業利
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ードアップにつながり、産業に大

きく貢献することが期待できる。

しかしながら、個々のテーマが

単独で行われた印象が強く、全体

としての統一感を欠き、テーマ間

の連携による総合力発揮という

点で物足りなさがある。 
成果が出ていることから、長期

的に取り組むべき重点課題につ

いては次のプロジェクト提言に

つなげてほしい。 

但し、本研究対象は反応特異性が

高く、その方法論も特異的であり、

他の基質に対しても応用できるかは

課題である。 
今後、コモディティケミカルでは

本格的な実用化において生産規模と

設備投資が障壁になることが多いの

で、実用化を戦略的に支援する政策

提言に反映してほしい。 

用の可能性を検討することが

重要である。我が国の技術開発

レベルであれば、目的化合物製

造に対する新規バイオプロセ

スの構築は可能であり、食品、

医薬品、化成品、農林水産関連

物質など、関連分野との連携を

深めるプログラムの立案が望

まれる。 
 

バイオリファイ

ナリー技術の開

発 

ソフトバイオマス糖化技術・増

殖非依存型バイオプロセス・トー

タルシステムの開発における成

果は世界をリードするレベルに

あり、発酵生産における新たな汎

用技術に結び付くことが期待さ

れる。また、膜利用発酵プロセス

や膜利用精製プロセスについて

は、膜利用バイオリアクターを支

援する技術として高く評価され、

本事業を通じて、実生産に利用で

きることを示すデータが提示さ

研究成果はそれぞれ出口を明確に

したものであり、実用化への可能性

は高い。また、資源循環型のバイオ

プロセスを強く意識した現代社会の

ニーズを満足する研究戦略として、

国内外に受け入れやすい研究として

仕上げられており、今後、連携企業

を選抜して実用化を加速してほし

い。 
しかし、コスト競争力という観点

からの解析がまだ不十分である。今

後、解析を十分行って、その結果が

ソフトバイオマス糖化技

術・増殖非依存型バイオプロセ

ス・トータルシステムの開発に

おいて開発した要素技術を有

機的に連携させる研究により、

世界トップに迫る大きな成果

になる。膜利用発酵プロセスや

膜利用精製プロセスは、今後の

展開が期待できる成果が得ら

れており、実際の工業生産で

は、スケールをどの程度まで増

大させることが可能なのかど
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れており、成果の波及効果も大き

いと判断される。 
但し、それぞれの要素技術が独

立に開発されており、要素技術の

組み合わせによる優位性発揮に

までは至っていない。 
バイオマス資源に乏しい我が

国がバイオリファイナリーで活

躍するには、諸外国が考え付かな

いユニークなプロセス技術の開

発と総合力の発揮が求められる。

本プロジェクトの成果は我が国

が誇る優れたプロセス技術と考

えられ、今後どう組み合わせて総

合力を発揮させるか継続的な検

討が必要である。 

プロセス改善にフィードバックされ

て、真に競争力あるプロセス技術へ

と発展していくことを期待する。 
 

うか、酵素生産などタンパク質

の生産にも有効なのかどうか、

など適用性の拡大に向けての

さらなる検討が望まれる。 
21 世紀の課題である資源循

環型プロセスによる持続的社

会の構築に大きく貢献すると

考えられるバイオリファイナ

リー技術は、政策的な面からの

支援が望まれる。本プロジェク

トで開発された要素技術と他

のプロジェクトの優れた要素

技術を組み合わせて、オールジ

ャパンで競争力のある技術体

系を構築すべきであり、NEDO
の主導的役割を期待したい。 

 
 
 



 

評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

1.7 

2.3 

2.0 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
平均値 

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A
２．研究開発マネジメントについて 2.0 B B C B B A B
３．研究開発成果について 2.3 A B B B B A B
４．実用化の見通しについて 1.7 B B C B C B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D
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評点結果〔個別テーマ〕 

 
高性能宿主細胞創製技術の開発 

2.0

2.4

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 
平均値 

微生物反応の多様化・高機能化技術の開発 

2.1

2.3

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 平均値 

バイオリファイナリー技術の開発 

2.1

2.1

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

高性能宿主細胞創製技術の開発 
 １．研究開発成果について 2.4 A A B B B A B
 ２．実用化の見通しについて 2.0 A B C B C A B
微生物反応の多様化・高機能化技術の開発 
 １．研究開発成果について 2.3 B B B B B A A
 ２．実用化の見通しについて 2.1 A B C B B A B
バイオリファイナリー技術の開発 
 １．研究開発成果について 2.1 B B B B A B B
 ２．実用化の見通しについて 2.1 B B A B B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


